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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エラーした保護対象データを訂正するために用いる訂正用データの生成装置であって、
　保護対象データを入力する入力手段と、
　前記エラーした第１の保護対象データを訂正するために用いる第１の訂正用データを、
前記第１の保護対象データと、当該第１の保護対象データの次の保護対象データよりも後
の第２の保護対象データとを用いて生成すると共に、
　前記エラーした前記第１の保護対象データを訂正するために用いる第２の訂正用データ
を、前記第２の保護対象データを用いずに、前記第１の保護対象データと、前記第２の保
護対象データよりも後の第３の保護対象データとを用いて生成する生成手段と
　を有することを特徴とする訂正用データの生成装置。
【請求項２】
　前記入力された保護対象データと前記生成された訂正用データを受信装置に対して送信
する送信手段
　を有することを特徴とする請求項１記載の訂正用データの生成装置。
【請求項３】
　前記入力された保護対象データと前記生成された訂正用データを記録部に記録させる記
録制御手段
　を有することを特徴とする請求項１記載の訂正用データの生成装置。
【請求項４】
　前記生成手段は、
　前記入力された保護対象データの個数に基づいて、前記第１の訂正用データを生成する
ために用いる保護対象データの組み合わせを決定する
　ことを特徴とする請求項１記載の訂正用データの生成装置。
【請求項５】
　前記生成手段は、
　前記第１及び第２の保護対象データを含む複数の保護対象データを用いて前記第１の訂
正用データを生成するとともに、前記第１及び第３の保護対象データを含む複数の保護対
象データを用いて前記第２の訂正用データを生成し、
　前記入力手段により入力された順番がＮ個間隔の保護対象データを、前記第１及び第２
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の保護対象データを含む複数の保護対象データとして用いて、前記第１の訂正用データを
生成するとともに、前記入力手段により入力された順番がＭ個間隔の保護対象データを、
前記第１及び第３の保護対象データを含む複数の保護対象データとして用いて、前記第２
の訂正用データを生成する
　ことを特徴とする請求項１記載の訂正用データの生成装置。
【請求項６】
　前記生成手段は、第１の個数の保護対象データが入力されたことに応じて、前記第１の
訂正用データを、前記第１の保護対象データと、前記第１の保護対象データのＮ個後の前
記第２の保護対象データを用いて生成し、前記第２の訂正用データを、前記第１の保護対
象データと、前記第１の保護対象データのＭ個後の前記第３の保護対象データとを用いて
生成する場合の前記ＮとＭの最小公倍数が前記第１の個数以上となるように、前記ＭとＮ
を決定する
　ことを特徴とする請求項１記載の訂正用データの生成装置。
【請求項７】
　前記入力された保護対象データと前記生成された訂正用データを受信装置に対して送信
する送信手段と、
　前記受信装置から通信状況を示す通信状況情報を受信する受信手段とを有し、
　前記生成手段は、前記通信状況情報によって示される通信状況に応じて、前記第１の訂
正用データを生成するために前記第１の保護対象データと共に用いる保護対象データを決
定する
　ことを特徴とする請求項１記載の訂正用データの生成装置。
【請求項８】
　前記生成手段は、
　前記受信装置が、第１の個数の連続する保護対象データの受信に失敗した場合、前記第
１の訂正用データを生成するために用いる前記第２の保護対象データを、前記第１の保護
対象データのＮ個後の保護対象データとし、
　前記受信装置が、前記第１の個数よりも多い第２の個数の連続する保護対象データの受
信に失敗した場合、前記第１の訂正用データを生成するために用いる前記第２の保護対象
データを、前記第１の保護対象データのＮ個後の保護対象データよりも後の保護対象デー
タとする
　ことを特徴とする請求項６記載の訂正用データの生成装置。
【請求項９】
　前記生成手段は、前記入力された保護対象データの個数を素因数分解することによって
得られた値に基づいて、前記第１の訂正用データを生成するために用いる保護対象データ
の組み合わせを決定する
　ことを特徴とする請求項１記載の訂正用データの生成装置。
【請求項１０】
　エラーした保護対象データを訂正するために用いる訂正用データの生成装置であって、
　保護対象データを入力する入力手段と、
　前記エラーした第１の保護対象データを訂正するために用いる第１の訂正用データを、
前記第１の保護対象データと、前記第１の保護対象データに連続するＮ個の保護対象デー
タを用いて生成すると共に、
　前記エラーした前記第１の保護対象データを訂正するために用いる第２の訂正用データ
を、前記第１の保護対象データと、前記第１の保護対象データに連続するＭ個の保護対象
データを用いて生成する生成手段と
を有することを特徴とする訂正用データの生成装置。
【請求項１１】
　エラーした保護対象データを訂正するために用いる訂正用データの生成装置が行う生成
方法であって、
　保護対象データを入力する入力工程と、
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　前記エラーした第１の保護対象データを訂正するために用いる第１の訂正用データを、
前記第１の保護対象データと、当該第１の保護対象データの次の保護対象データよりも後
の第２の保護対象データとを用いて生成すると共に、
　前記エラーした前記第１の保護対象データを訂正するために用いる第２の訂正用データ
を、前記第２の保護対象データを用いずに、前記第１の保護対象データと、前記第２の保
護対象データよりも後の第３の保護対象データとを用いて生成する生成工程と
を有することを特徴とする訂正用データの生成方法。
【請求項１２】
　前記生成工程は、
　前記第１及び第２の保護対象データを含む複数の保護対象データを用いて前記第１の訂
正用データを生成するとともに、前記第１及び第３の保護対象データを含む複数の保護対
象データを用いて前記第２の訂正用データを生成し、
　前記入力工程により入力された順番がＮ個間隔の保護対象データを、前記第１及び第２
の保護対象データを含む複数の保護対象データとして用いて、前記第１の訂正用データを
生成するとともに、前記入力工程により入力された順番がＭ個間隔の保護対象データを、
前記第１及び第３の保護対象データを含む複数の保護対象データとして用いて、前記第２
の訂正用データを生成する
　ことを特徴とする請求項１１記載の訂正用データの生成方法。
【請求項１３】
　エラーした保護対象データを訂正するために用いる訂正用データを生成するコンピュー
タに、
　保護対象データを入力する入力手順と、
　前記エラーした第１の保護対象データを訂正するために用いる第１の訂正用データを、
前記第１の保護対象データと、当該第１の保護対象データの次の保護対象データよりも後
の第２の保護対象データとを用いて生成すると共に、
　前記エラーした前記第１の保護対象データを訂正するために用いる第２の訂正用データ
を、前記第２の保護対象データを用いずに、前記第１の保護対象データと、前記第２の保
護対象データよりも後の第３の保護対象データとを用いて生成する生成手順と
を実行させることを特徴とするプログラム。
【請求項１４】
　エラーした保護対象データを訂正するために用いる訂正用データの生成装置が行う生成
方法であって、
　保護対象データを入力する入力工程と、
　前記エラーした第１の保護対象データを訂正するために用いる第１の訂正用データを、
前記第１の保護対象データと、前記第１の保護対象データに連続するＮ個の保護対象デー
タを用いて生成すると共に、
　前記エラーした前記第１の保護対象データを訂正するために用いる第２の訂正用データ
を、前記第１の保護対象データと、前記第１の保護対象データに連続するＭ個の保護対象
データを用いて生成する生成工程と
　を有することを特徴とする訂正用データの生成方法。
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